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研究成果の概要（和文）： 在宅健康管理システムの経済効果の研究では、システムを利用するグループは、心
疾患、脳卒中、糖尿病、高血圧といった生活習慣病に関する医療費では、年間一人当たり約4万円、診療日数で
は約4日間が少ない。またその利用期間が長くなると、削減される医療費や治療日数は大きくなる。高知県のICT
を備えた救急車プロジェクトの費用便益比率は0.48であり、便益は費用の半分であった。地域医療情報ネットワ
ークの研究では、日本と米英との相違は、登録患者数が、米英では1千7百万人と圧倒的に異なる。ネットワーク
の規模が大きくなると、医療情報がbig dataとなり、疾病の予測が可能になり、医療費を削減することも可能に
なる。

研究成果の概要（英文）：Telecare reduces medical expenditures of chronical diseases such as strokes,
 diabetes, high blood pressure, and heart failure by 40,000 yen and days of treatment by four days. 
The longer telecare is used, the greater the reductions. The cost-benefit ratio of the e-ambulance 
project in Kochi prefecture is 0.48, which is similar to other telecare projects. In comparison of 
the Japanese and the US regional medical information system, the number of registered patients is 
different. The US number is about 17 million, while that of Japan is about 60,000. The larger number
 of patients makes the data to use as population risk management, which enables to predict the 
future direction of diseases. In the US and the UK, medical institutions fully utilize the above 
data more intensively to enhance efficiency of work flow. The Japanese regional medical information 
networks are required to up-grade the system. 

研究分野： 経済学
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１．研究開始当初の背景 
（１）遠隔医療の経済評価の必要の高まり  
 少子高齢化、医療技術の進歩等により年々
増大する医療費を削減することは喫緊の課
題である。疾病の予防、疾病の重症化防止、
健康状態の維持には遠隔医療が有効である
と従来からいわれている。特に、在宅健康管
理システム、テレケア、テレホームケアと呼
ばれる IT（情報技術）を用いた遠隔医療では、
在宅の高齢者と地域の保健センターを情報
ネットワークで結び、バイタルデータを送信
し、それを保健師が常時モニタリングするシ
ステムであるが、医療費削減に有効であると
いわれている。これはシンプルなシステムで
あるが、一体どのような経済的効果を持つの
か、実際に計測した研究は皆無であった。ま
た、それを事業の費用と比較する研究も存在
しない。公共資金で実施するプロジェクトで
は、評価が実施されることになっている。現
実的に遠隔医療の費用便益分析が実施され
ることはほとんどなかったといってよい。こ
れは他国でも同様である。 

（２）遠隔医療制度の持続的枠組みの必要性 
 IT が普及し始めた 1990 年代では、IT を利
用した在宅健康管理システムは公的資金の
投入により順調に実施され、2000 年初頭には
100 越える自治体で導入され、端末器の台数
も 1 万 2、3 千個にのぼり、日本は世界の先
頭を切っていた。しかし、2000 年代中頃には、
実施自治体は数カ所と激減した。この理由が、
小泉政権の三位一体による自治体財政の緊
縮化、事業に携わる保健師数の削減、IT 補助
金の削減、これらに加えて、住民の利用者数
の減少が相乗的に作用した。特に、遠隔医療
が医療保険の対象にならず、医療供給者側で
の実施するインセンティブが与えられなか
った。また、健康管理システムの利用により、
効果が短期間で表れるものでなく、持続的に
利用を促すインセンティブがなく、利用率が
向上しなかったからである。 
 
２．研究の目的 
本研究は、上記で指摘した増大する医療費

といった問題を抱える日本の医療・健康・介
護の分野において、ICT（情報通信技術）を
活用することにより、より健康で活力にあふ
れるウェルネスな地域社会を構築するため
の基盤を確立することにある。 
本研究においては以下の３つの観点から研

究を行った。 

（１） 健康増進に必要な遠隔医療の経済
効果の推定 
（２）  医療分野でのイノベーションの研究 
（３） 地域医療情報ネットワークの実態、
今後の方向性、および同ネットワークの構築
を促進させるためのインセンティブ金額の導
出 
（１）福島県西会津町の在宅健康管理システ
ムや、高知県の双方向 IT 通信を備えた救急車
に関して、その経済効果を推計した。前者で
は約 10 カ年間に渡る医療費や通院日数の削
減効果の研究を行い、後者では住民に対する
支払意思額を推計し、研究成果を公刊・発表
した。 
（２）これまでの IT を活用した遠隔医療を研
究していると、日本の医療を大きく転換する
潜在力をもつものの、その普及は遅々として
進まない理由として、それが医療分野でのイ
ノベーションをもたらすということが認識さ
れていないことが挙げられる。イノベーショ
ンが盛行しているビジネス分野での成功要因
を研究し、それを医療分野に適用できないか
研究した。 
（３）地域の医療機関を ICT により結びつけ、
患者情報を共有する地域医療情報ネットワー
クは地域包括医療の情報基盤として、在宅医
療の推進、地域での医療資源の効率的運用、
医療費の削減等で大きな期待がもたれてい
る。このようなネットワークについて、国内
と海外での運用事例の調査を行った。この分
野での先進国である米国や英国の地域医療情
報ネットワークと比較し、差異は何か、また
課題や今後の方向性について分析を加えた。 
 
３．研究の方法 
（１）遠隔医療の経済効果の分析に必要なデ
ータは、これまでの科研費により蓄積された
もの、また新たにアンケート調査からから入
手したてきたものを用いた。分析の手法とし
て、①システムの利用者と非利用者との 2 群
比較において、サンプルのバイアスを解消す
るために、この分野では新しい手法である
PSM（Propensity Score Matching）手法を用い
て生活習慣病（糖尿病、高血圧、心疾患、脳
卒中）に関する医療を分析した。この分析方
法では、比較するシステムのユーザー
（ treatment group）と非ユーザー（control 
group）の 2 つ母集団から、年齢、性別、所得、
教育歴、既往症等について同一の性質を持つ
サンプルを統計的に抽出した。②DID-PSM 
(Difference-in-difference-Propensity Score 
Matching) の分析手法を用いて、時間経過に



よる平均的な効果を取り除き、純粋にシステ
ムの使用による効果を求めた。さらに、DID
と PSM を組み合わせた DID-SPM により、精
密な推計を行った。③高知県の住民に対して
アンケート調査を行い、この救急車の価値
（WTP：支払い意思額）を導出し、これとプ
ロジェクトの費用とを比較する費用便益分
析（cost-benefit analysis）を行った。 

（２）イノベーションの研究では、企業に対
して、イノベーションに必要な技術、情報の
入手先（external linkages）として取引相手や
大学等の研究機関、企業が保有する能力
（innovation capability）、情報を共有し、学習
する仕組み等をアンケート調査から得た。こ
のデータベースを基礎に、回帰分析や SEM
（Structural equation modeling）を用いて、何
がイノベーションにとって必要か、さらには
変数間の因果関係の分析を行った。 
（３）地域医療情報ネットワークの研究にお
いては、内外のネットワークの実地調査を行
った。日本では、長崎県のあじさいネット、
岡山県の晴れやかネット、徳島県のひまわり
ネット、また海外では米国 NY の Healthix、
ロンドンの CMC、チリのシステムを訪問し
た。これらのネットワークについて、情報シ
ステム、狙い、共有の方法について比較研究
を行った。 
 
４．研究成果 
本研究の成果として以下のものが得られた。 
（１）在宅健康管理システムでは、推計の結
果、①システムを利用するユーザーグループ
では、心疾患、脳卒中、糖尿病、高血圧とい
った生活習慣病に関する医療費では年間一
人当たり約 4 万円が、また診療日数では約 4
日間それぞれ削減されるとの結果が得られ
た。②在宅健康管理システムは 10 年間使用
することにより、利用者グループでは医療費
が 4 万 2 千円削減され、治療日数も 2.9 日間
減少するとの結果が DID-SPM を用いて示さ
れた。これらはこれまでの 5 年間の削減額よ
りも大きくなっている。③住民に対してこの
救急車の価値（WTP：支払い意思額）をアン
ケート調査からもとめ、これとプロジェクト
の費用とを比較する費用便益分析を行った。
その結果、費用便益比率は 0.48 であり、便益
は費用の半分であった。この比率は、他の遠
隔医療のプロジェクトと同じほぼ同じであ
る。 

（２）イノベーションの研究では取引相手や
大 学 か ら 情 報 を と る た め の 関 係 性

（connectivity）や十分な吸収能力を持つこと
が重要であり、人的資源管理や組織学習を通
じて、吸収能力やイノベーション能力を高め
ることもイノベーション活動を活性化する
ために重要であることが明らかになった。
（３）地域医療情報ネットワークの研究では、
日本と米英との相違は、日本が登録患者数が
たかだか数万人、米国は 1 千 7 百万人という
ようにネットワークの規模が圧倒的に異な
ること、また米英では得られた医療情報を基
礎に業務フローの効率化を図っていること
などが明らかになった。ネットワークの規模
が大きくなると、大量の情報（big data）によ
り、疾病の予測が可能になり、医療費を削減
することも可能になる。この点、日本では医
療情報を big data にする取組で遅れている。 
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